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フィデューシャリーデューティー宣言に対する取組状況報告      

2022.6.30 

コモンズ投信の「お客さま本位の業務運営」の実現について 

コモンズ投信は、2008 年のリーマンショックの真っただ中に投資運用業と第二種金融商品取引業

の登録を行い、2009 年 1 月から、30 年目線で 30 社程度に長期集中投資を行う公募投信「コモン

ズ 30 ファンド」の運用と販売を開始しました。それまで国内では殆どみられなかった本格的な長

期投資ファンドを旗艦ファンドとして、お客さまの長期的な資産形成に強くコミットメントする

ことを宣言して起業したのです。 

 

それを実現させていくために、当社は運用を行うとともに商品の直接販売を行う「直販スタイル」

をビジネスモデルの中核としました。生活者が野菜や果物を、直接、生産者である農家から購入

する産地直送スタイルの金融版です。この直販スタイルは、通常の運用会社では出来ない「お客

さまの声」を直接伺うことが出来ます。“将来の年金資産を作りたい、こどもの教育資金を作りた

い”、“長期的に成長が期待できる企業や環境問題や社会問題の解決に取り組む企業を応援したい”、

“こどもや孫たちに、金融に関する知識を身につけさせたい”などの、さまざまな声を常に当社の

業務に反映させることで、生活者に身近な金融サービスの実現を目指した新しいスタイルでした。 

 

その結果、創業当初から現在に至るまで、私たちのこの想いに共感いただいた方々が口座を開設

し、コモンズ投信を活用して長期的な資産形成を実践されています。これまで、販売会社である

金融機関を通じて投資信託を購入される方の多くはシニア層でしたが、当社のお客さまの約 8 割

の方は、未成年から 50 代の現役世代ファミリーです。さらに、これまで投資信託を購入されてき

た多くの方々は、タイミングを計っての一括投資をされていましたが、当社のお客さまの約 7 割

の方は、積み立て投資による長期的な資産形成をされています。 

 

また、私たちは、直販スタイルにより、お客さまの「資産形成のその先」についても、お客さまの

生活を共有できる喜びを知っています。“積み立ててきた資産で、こどもの学費を賄うことが出来、

○○大学に入学しました”、“こどもとコモンズの社会起業家セミナーに参加してから、こどもが

寄付に関心を持つようになった”、“コモンズの投資先企業とのセミナーに参加したことが、職場

での新しい提案につながった”などお客さまの喜びを共有する機会が少なくありません。 

 

このように私たちが考えるお客さま本位とは、単なる投資に伴う経済的な成果だけではなく、お

客さまとの長期的なお付き合いの中で、お客さまの「今日よりも、よい明日」を考える希望に寄

り添い、少しでもお役に立つことを実践していくことと考えています。 

 

当社は金融庁が発表した「顧客本位の業務運営に関する原則」を採択することをここに宣言し、

以下に、その取り組みの詳細を説明させていただくとともに、今後、その取組実施状況を定期的

に開示して参ります。 
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2021 年 6 月 30 日改訂 

2021 年 9 月 29 日改訂 

コモンズ投信株式会社 

代表取締役社長 伊井哲朗  取締役会長 渋澤健 
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1.私たちは、お客さまへの最良のサービスの提供に務めます  

私たちの「お客さま本位の業務運営」の精神は、当社の創業時からの企業文化として根付いてい

ると自負しています。その原点は、自身がお客さまであったら「こうして欲しいな」と思うサー

ビスを常に心がけ、「今日よりも、よい明日」を考える長期的な資産形成を応援するサービスにこ

だわるところにあります。 

 

① 私たちは、商品を販売することがサービスとは考えていません。 

私たちは、商品を販売するのではなく、お客さまのライフスタイルをイメージして当社の価値（投

資哲学、サービス、商品）を伝えていくことで、結果的に豊かなライフスタイルを実現させる手

段として当社の商品が選ばれていくことを目指しています。 

 

② 私たちは、専門性を高めることでサービスの向上に取り組みます。 

私たちは、運用・調査部門に限らず、管理部門、サービス部門に至るまで、専門性の高い人材に

加え生活者視点の新しい価値観を持つ意欲的な人材を採用し、日々の業務を通じて専門性を高め

ていきます。 

 

③ 私たちは、一般生活者の方々に分かり難い商品の取り扱いをしません。 

私たちは、誰もが手軽に始められる資産形成が大切だと考えています。投資は、特別な人が特別

に行うのではなく、一般生活者の方々でも普通に行える社会を目指しています。複雑又はリスク

の高い商品、通常のニュースだけでは入手が難しい情報から影響を受ける商品、さらには、複数

の金融商品・サービスをパッケージした商品の取り扱いを行いません。 

 

④ 私たちのサービスは、世代を超えて受け継がれる視座を取り入れていきます。 

私たちは、次代の日本を担うこどもや孫の生活を意識したサービスを展開していきます。 

 

⑤ 私たちは、オンラインとオフラインの融合に取り組みます。 

私たちは、創業以来、「対話」を重視してきました。オンラインとなるインターネットや IT の進

展を取り込み、シンプルで便利なサービスの提供に務める一方で、オフラインとなる対面でのセ

ミナーの充実を図ってきました。当社の価値を伝えるのは、一方通行でなく対話による双方向が

有効と考えているからです。 

 

⑥ 私たちと共創するパートナーは、共通の価値観を前提とします。 

私たちは、金融機関、事業会社、NPO などの非営利団体ほか、さまざまなパートナーとの連携を

行うことで、単独でのサービスに付加価値をつけて提供することに取り組んでいます。そのパー

トナーを選定する際には、共通の価値観を持っていることにこだわります。 

 

⑦ 私たちは、常にコンプライアンスの精神を持って業務に取り組みます。 

私たちは、専門家として、また、社会に生きる一員として、常に高い倫理観と自己規律を持って
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業務に取り組みます。法令の順守にとどまらず、社会に生きる一員としての意識こそが、最良の

サービスの源泉になると考えています。 

 

○アクションプランと取組状況 

・年間、大小通じて 100 回程度のセミナーを開催します。 

・親子向け金融教育セミナー、こども向けの社会を学ぶセミナーも、定期的に開催します。 

→昨年度のセミナーもオンラインが中心となり、約 100 回のセミナーを開催しました。 

直販ではこどもトラストに注力をし、毎月の教育費セミナーやこどもトラスト、さらにはオンラ

インでの企業版こどもトラストなども実現させることができました。 

 ＜教えて！健さんシリーズ＞9 回 

 ・会長渋澤が若手起業家や社会課題解決に取組む若者などと対談するコンテンツ。様々な層へ

のリーチを目的に開催しました。 

＜投資先企業との対話＞5 回 

 ・投資先と受益者との対話を目的にするセミナー 

クボタ、統合レポートワークショップ 堀場製作所、鎌倉新書、エーザイ、豊田合成 

＜こどもトラストセミナー＞34 回 

 ・こどもたちに広義の金融教育を行うことを目的に、親子でも参加できるセミナーを展開して

います。 お金の使い方や投資について学ぶ「お金の教室」や、寄付を学ぶ「寄付の教室」、社会

課題を学ぶ「NPO とのワークショップ」を開催しています。 

教育資金づくりセミナー 16 回 

こどもトラストセミナー「おかねの教室」「寄付の教室」 16 回 

企業共催こどもトラストセミナー「資生堂」「ダイキン」2 回 

＜SEEDCap、POINT＞7 回 

社会起業家フォーラム 

SEEDCap 応援先候補者イベント 

POINT 障碍者スポーツの魅力を知る 

＜その他、特別レポートセミナー、運用報告、など＞52 回 

・当社の伊井、福本が講師となり、資産運用の未経験者及び初心者の方々を対象に「ファンド説

明会」、「つみたてセミナー」、「運用報告会」等、精力的に活動を続けています。 

・パートナーとの連携を拡充していきます。 

→パートナーの拡大とともに連携も拡充しています。 

委託販売（公募）合計の預り資産残高と販売社数は以下の通りです（2021 年度⇒2022 年度）。 

・コモンズ 30 ファンド：140.08 億円（41 社）⇒200.12 億円（42 社）＋43％ 

・ザ・2020 ビジョン：15.73 億円（9 社）⇒16.66 億円（11 社）+6％ 

・コモンズ 30＋しずぎんファンド：9.73 億円（3 社）⇒10.70 億円（3 社）+10％    

 ＊連携先のお客さま向けセミナー及び行員・社向けの勉強会も引き続き多数行いました。 
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2.私たちが考える、お客さまの最善の利益の追求 

私たちが考えるお客さまの最善の利益は、経済的な利益だけとは考えていません。投資信託から

の経済的な利益は勿論、その先にある豊かなくらしまでを最善の利益として提供できるように業

務に取り組んでいきます。 

 

① 私たちは、最良のサービスの結果がお客さまの最善な利益につながると考えています。 

私たちは、前項 1 のお客さまへの最良のサービスの提供が、お客さまの最善な利益につながると

確信しています。そのための行動に、積極的に取り組みます。 

 

② 私たちは、お客さまの短期的な利益の追求ではなく、お客さまの長期的な資産形成による豊か

な生活の実現を重視します。 

私たちは、お客さまの短期的な売買を誘引する利益追求ではなく、あくまで長期的な資産形成に

よる豊かな生活の実現に向けた商品と情報提供を徹底します。 

 

③ 私たちは、長期的な資産形成の手段となる「つみたて投資」の普及に注力します。 

私たちは、誰もが気軽に取り組み、長期的な資産形成を実現するためには「つみたて投資」が有

効と考えています。つみたて投資に適した商品、サービスの提供、そしてつみたて投資の普及に

積極的に取り組みます。 

 

④ 私たちは、お客さまの長期的な資産形成のために、企業との対話にも積極的に取り組みます。 

私たちは、創業以来、長期投資家として中長期的な企業価値の向上に貢献するために“企業との対

話”を重視してきました。さらに、実質的なアセットオーナーであり消費者でもあるお客さまと企

業との対話も実践しています。各種ステークホルダーによる外部からの視点の提供が企業価値の

向上につながり、その果実がお客さまに還元されていくインベストメントチェーンの高度化に積

極的に取り組みます。また、同様の観点から議決権行使も中長期的な企業価値の向上を目的に、

適切に行使し、その結果は個別に開示してまいります。 

 

⑤ 私たちは、社会の一員としての社会的なリターンの提供も追及します。 

私たちは、誰もが社会の一員として生活しています。商品を通じた経済的な利益だけでなく、商

品を通じて経済だけでなく社会ともつながるリターンの提供を追求しています。具体的には、各

商品の残高から得られる私たちの収入の一部を社会起業家や障がい者スポーツ団体に寄付し、そ

の活動を応援しています。私たちは、経済的な利益が物的な満足度であれば、社会的な利益は心

の満足度だと考えています。 
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○アクションプランと取組状況 

・長期的な資産形成の有効性を発信していきます。 

・長期投資、つみたて投資に関する情報を拡充していきます。 

→メルマガ（毎週）、ブログ等（月平均 5post） 

・お客さまと企業との対話の機会を拡充していきます。 

＜投資先企業との対話＞5 回 

→投資先と受益者との対話を目的にするセミナー 

クボタ、統合レポートワークショップ 堀場製作所、鎌倉新書、エーザイ、豊田合成 

＜こどもトラストセミナー＞34 回 

→こどもたちに広義の金融教育を行うことを目的に、親子でも参加できるセミナーを展開してい

ます。 お金の使い方や投資について学ぶ「お金の教室」や、寄付を学ぶ「寄付の教室」、社会課

題を学ぶ「NPO とのワークショップ」を開催しています。 

教育資金づくりセミナー 16 回 

こどもトラストセミナー「おかねの教室」「寄付の教室」 16 回 

企業共催こどもトラストセミナー「資生堂」「ダイキン」2 回 

・議決権行使の考え方、個別の議決権行使の開示にも積極的に取り組みます。 

→四半期ごとに行使結果開示 

https://www.commons30.jp/policy/proxyvoting.php 

・社会起業家や障がい者スポーツの応援を拡充していきます。 

→2020 東京オリパラの応援、社会起業家フォーラムの開催、SEEDCap 応援先候補者イベント開

催、POINT 障碍者スポーツの魅力を知るイベント開催 等 
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3.私たちが考える、お客さまにご負担いただく手数料や費用のあり方  

私たちは、前項 1 で示したサービスを実行していくために、適切な手数料や費用を設定させてい

ただいています。また、その手数料や費用についての説明や表示につきましては、当社ホームペ

ージや郵送物などにおいて常に分かりやすく表示いたします。 

 

① 私たちの取扱商品では、お客さまが直接的に負担する費用はいただいておりません。 

私たちが取り扱う商品の費用構造は以下の通りになっています。直接販売においては、お客さま

の直接的な負担となる購入手数料、解約手数料はいただきません。なお、お客さまに間接的に負

担いただく費用につきましては、お客さまからも納得いただける運用管理費用（信託報酬）とし

て、一定の費用をいただきます。 

購入時手数料：私たちは、販売員による勧誘を行っておりませんので、直接販売における販売手

数料はいただいておりません。お客さまの購入時の手数料はゼロです。 

 

保有期間中費用：お客さまの商品保有期間は、運用管理費用（信託報酬）として、投資信託の運

用費用、法定書類などの作成・管理費用、基準価額算出費用などがかかります。加えて、その他

費用・手数料として、目論見書・運用報告書作成費用、投資信託の監査費用、信託事務に要する

費用、株式売買手数料、借入金の利息などがかかります。 

 

解約時：解約時の費用は、ゼロです。 

 

② 私たちは、全ての商品の運用残高の増加に応じて運用管理費用（信託報酬）が逓減する仕組み

を導入しています。 

私たちは、お客さまの長期的な資産形成に貢献するために、商品ごとに純資産総額が一定額を超

えると段階的に運用管理費用（信託報酬）が下がる仕組みを導入しています。 

 

③ 私たちは、お客さまにご負担いただく手数料や費用を分かりやすく伝える工夫を行います。 

私たちは、当社ホームページや郵送物などで、お客さまにご負担いただく手数料や費用をより分

かりやすく伝える工夫を続けます。 

 

④ 私たちの販売提携先でのお客さまにご負担いただく手数料や費用についても直接販売と同様

の価値観を重視します。 

私たちは、お客さまの利便性向上の一環として、私たちの商品・サービスを利用したいと考える

人たちの要望にお応えするため、直接販売だけではなく販売提携先を通じた販売も進めています。

ただし、この販売提携先につきましては、私たちの投資哲学や企業理念に共感いただき、お客さ

まの長期的な資産形成をともに実現していくことで合意いただける先に限定させていただいてい

ます。その際に販売提携先がお客様からいただく手数料についても、この目的をともに実現して

いくために合理的な説明ができることを前提とします。 
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○アクションプランと取組状況 

・手数料や費用の合理性は、毎年、検証を行います。 

→費用の改定は出来ませんでしたが、2022 年度に見直しを実施します。 

（信託報酬における目論見書費用や監査法人費用）。 

・販売提携先における、お客さま本位の業務運営についての実施状況を確認します。 

→金融庁公表資料及び、各社の個別状況の把握に努めています。 
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4.私たちは、お客さまとの利益相反の防止を徹底します 

私たちは、特定の金融グループなどに属さない独立系の運用会社であるため、利益相反は本来起

こりにくい構造となっていますが、前項 1 で示させていただいたサービスの高度化を目指して、

さまざまなパートナーとの共創にも取り組んでいます。あくまでもお客さま本位の共創ではあり

ますが、利益相反の発生する可能性がある取引につきましては、社内ガイドラインに基づいて適

切に管理することで、その防止に徹底的に取り組みます。なお、利益相反の管理につきましては、

『フィデューシャリー・デューティー推進委員会（外部有識者を加えて構成される）』を設置し、

定期的なモニタリングを実施します。 

 

○アクションプランと取組状況 

・『フィデューシャリー・デューティー推進委員会（外部有識者を加えて構成される）』の開催。 

→年に一度の開催を計画し、第 3 回を 2021 年 2 月 4 日に開催。 

今後も、定期的に開催して参ります。 

・利益相反に関する社内ガイドラインの定期な見直し。 

＜利益相反取引の管理に関するガイドライン＞ 

1．対象となる取引 

当社が管理の対象とする利益相反のおそれがある取引等とは、当社とお客様の利益を不当に害す

るおそれがある取引（当社とお客様とで利害が競合・対立する取引、またはその可能性がある取

引）をいいます。当社は、特定の金融グループに属さない独立系の運用会社であるため、親会社

や子会社はありませんが、当社の株主である企業や運用しているファンドの組入銘柄である企業

との取引、または当企業に係る運用指図について、利益相反のおそれがある場合、管理の対象と

します。 

 

2．管理体制 

利益相反取引の管理責任者として、取締役会にて指名した取締役を、利益相反取引管理責任者と

します。またコンプライアンス部長を利益相反取引管理責任者補佐とし、両名で利益相反のおそ

れのある取引の特定及び管理を行います。また、管理状況等につきましては、内部監査にて定期

的なモニタリングを実施し、FD 推進委員会にレビューします。 

 

モニタリングの結果報告 

利益相反に関するモニタリングは毎月開催のリスクマネジメント委員会にて、確認・報告を行っ

ており、該当がないことを確認しております。 
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5.私たちは、商品・サービスの「見える化」に積極的に取り組みます 

私たちは、金融事業の性質でもある、お客さまとの情報の非対称性を極力無くすための商品・サ

ービスの「見える化」に積極的に取り組みます。お客さまへの説明においては、お客さまの真の

理解につながるように、基本的な利益（リターン）と損失の不確実性（リスク）、手数料や費用、

取引条件、その他の重要な情報を分かりやすく伝えて参ります。 

 

① 私たちは、商品の中身となる投資先の見える化に積極的に取り組みます。 

私たちは、誰もが気軽に取り組め、長期的な資産形成を実践するためには、商品の分かりやすさ

が重要だと考えています。価格変動だけがリスクではなく、投資先そのものの理解が重要である

と考えるからこそ、単に組み入れている資産の概要をレポートで報告することに留まらず、組み

入れ先の企業と受益者であるお客さまを招いてのセミナー、ワークショップや会社見学を開催し、

お客さまと企業との直接的な対話にも取り組みます。また、その内容は月次レポートや当社のホ

ームページなどの Web でも積極的に説明して参ります。お客さま参加型の具体的な投資先の見え

る化が長期的に安心した投資行動にもつながると考えています。 

 

② 私たちは、投資先の議決権行使についても個別に結果を公表します。 

私たちは、企業の中長期的な企業価値の向上に資する議決権行使を旨としています。その行使結

果については、個別企業ごとに開示することで「見える化」に取り組みます。 

 

③ 私たちは、誠実さをモットーに重要な情報については、単なる情報発信に留まらず伝わること

を意識した伝達を心がけます。 

私たちは、重要な情報については、目につきやすく分かりやすい内容での伝達を心がけます。特

に重要な情報については、複数の伝達手段を駆使した情報伝達を実施します。 

 

○アクションプランと取組状況 

・投資先企業とお客さまとの対話の継続的な実施。 

→原則 1 及び 2 の取組状況参照 

・Web の利用状況の分析や、お客さまの声を大切に情報伝達手段の高度化を図る。 

→共通 KPI、並びに自主的 KPI の公表 

https://www.commons30.jp/company/kpi.php 

→オンライン配信の強化、公式 youtube サイトを活用したオンラインセミナーの拡充 

  

https://www.commons30.jp/company/kpi.php
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6.私たち社員の日常と、社員の成長 

私たちは、創業以来、この「お客さま本位の業務運営」の精神が、当たり前の日常の行動となる

ような企業風土の構築に取り組んでいます。 

 

① 私たちは、常に笑顔を心がけています。 

お客さまへの対応は、窓口に留まらず全ての業務がお客さまに通じています。全役職員の笑顔が

その源泉になることは自明です。 

 

② 私たちはオープンマインドな社風を心がけています。 

私たちは、意見の相違は良いことと考え、常にオープンマインドで意見交換を出来る社風を目指

しています。 

 

③ 私たちは、仲間を常にリスペクトしあう企業文化を構築します。 

私たちは、共通の価値観を大切に、その価値向上こそがお客さま本位の業務運営につながると確

信しています。ともに価値創造を行う仲間をリスペクトすることで価値向上につなげていきます。 

 

④ 私たちの報酬は、お客さまからの信頼に比例させていきます。 

私たちは、お客さまからの信頼＝運用資産残高やお客さまの増加、お客さまからの評判などをベ

ースに自身の報酬が連動する報酬体系を構築していきます。 

 

⑤ 私たちは、この「お客さま本位の業務運営」に関するワークショップを実施し、再確認を続け

ていきます。 

私たちは、この「お客さま本位の業務運営」に関するワークショップを実施し、全役職員がこの

方針に基づいた日常の行動が実践できるように徹底します。また、この方針を補強する意味も含

めたコンプライアンス研修などにおいても、法令順守や利益相反の適切な管理の徹底を図ってま

いります。 

 

○アクションプランと取組状況 

・従業員と経営者の定期的な面談の実施。 

→毎日、全社員参加の MTG にて、継続的にコアバリューに基づいた対話セッションを実施 

→上席、経営者との定期的な面談実施 

・「お客さま本位の業務運営」に関するワークショップの定期的な実施。 

→ビジョンに基づいた KPI の策定 

・コンプライアンス研修の実施。 

→コンプライアンス研修（パワハラ・セクハラ等）実施 2021/11/9 
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7.「お客さま本位の業務運営」方針の運用 

この「お客さま本位の業務運営」は、社内のガイドラインやマニュアルとは考えていません。こ

の内容は、私たちコモンズ投信の全役職員の日々の企業文化に基づいた行動指針であり原理原則

の意思表明です。この方針は、毎年開催される『フィデューシャリー・デューティー推進委員会

（外部有識者を加えて構成される）』において、適切な運用状況を確認し、さらなる改善を行って

いきます。 

 

以 上 
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コモンズ 30ファンド、ザ・2020 ビジョンの費用について 

購入時手数料 当社で購入される場合は、ありません。 

換金時手数料 ありません。 

運用管理費用 

（信託報酬） 

（30F の場合）ファンドの純資産総額に年 1.078％（消費税込）を上限とした率

を乗じて得た額とします。 

なお、基準価額は信託報酬控除後のものです。 

（20V の場合）ファンドの純資産総額に年 1.265％（消費税込）を上限とした率

を乗じて得た額とします。なお、基準価額は信託報酬控除後のものです。 

（共通）信託報酬は、純資産総額の一定の増加により逓減する仕組みになってい

ます。 

信託財産留保額 ありません。 

その他の費用・ 

手数料 

当ファンドに組み入れる有価証券等を売買する際の売買委託手数料およびこれに

かかる消費税等相当額などの実費が投資信託財産より控除されます。また、目論

見書・運用報告書等作成費用、監査費用、信託事務に要する諸費用等として純資

産総額の 0.11％（消費税込）を上限として投資信託財産より控除されます。 

※上記の手数料（費用）等の合計額については、保有期間に応じて異なりますの

で、上限額等を事前に示すことができません。 

 

コモンズ 30 ファンド、ザ・2020 ビジョンのリスクについて（共通） 

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資するため、その基準価額は変動します。したがって、

お客さま（受益者）の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、

投資元本を割込むことがあります。委託会社の運用により生じるこうした基準価額の変動による損益

は、すべてお客さま（受益者）に帰属します。なお、投資信託は預貯金と異なります。 

※リスク要因は、上記に限定されるものではありません。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）

をご覧ください。 

【ご留意事項】 

投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので基準価額は変動します。 

その結果、基準価額が下落し投資元本を割り込むことがあります。また、投資信託は信託報酬等の諸

費用がかかります。投資信託のリスク、費用については投資信託説明書(交付目論見書)に詳しく記載

されております。ご購入の際は、必ず投資信託説明書(交付目論見書)の内容を十分にご確認いただき、

ご自身でご判断ください。 

 

コモンズ投信株式会社 

金融商品取引業者 

関東財務局長（金商）第 2061 号 

加入協会 一般社団法人投資信託協会 

〒102-0093 東京都千代田区平河町 2-4-5 

平河町 K ビル 5 階 


